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（１）全 般

区 分
件 数

（前年度比）
人員（人）
（前年度比）

車両（両）
（前年度比）

航空機（機）
（前年度比）

艦艇等（隻）
（前年度比）
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等
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消火活動
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１０２

（＋４０）
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その他の
災害派遣
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０
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■ 総件数：５５４件
・ 前年度比３４件増、最近５ヵ年の平均並み

■ 派遣規模：前年度※よりも大幅に増加
【大幅増加の主な要因】

・ 平成２５年台風２６号に係る災害派遣により増加
（人員：６４，０１３人、車両：４，６３１両、航空機：３３５機、艦艇：５１隻）
※ 平成２４年度は、大規模かつ長期にわたり対応した災害派遣（特に風水害、地震等）が発生しな

かったため、例年に比し小規模となっている。

●【表１－１】平成２５年度災害派遣実績 ●【表１－２】過去５年間の件数・派遣人数の推移

（件） （人）

※H22、23の件数及びH23の派遣人
員は、東日本大震災を除いた数。
【参考】東日本大震災派遣人員数

10,664,870名

１ 災害派遣

559件 529件 586件 520件 554件
過去５年平均：５５０件
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（２）細部実績等

件 名 時 期 活動地域 規模（延べ） 活動内容 特記事項

■平成２５年台風２６号
に係る災害派遣

10/16
～
11/8

・東京都大島町

・人 員：64,013人
・車 両： 4,631両
・航空機： 335機
・艦 艇： 51隻

・人命救助
・行方不明者捜索
・水防活動
・人員輸送
・物資輸送

大臣命令に
基づく統合任
務部隊（ＪＴＦ
－椿)による活
動

■平成２６年２月豪雪
に係る災害派遣

2/15
～
2/23

・宮城県丸森町
・福島県福島市等
・群馬県高崎市等
・長野県軽井沢町等
・埼玉県秩父市等
・東京都奥多摩町等
・山梨県全域
・静岡県小山町

・人 員：5,056人
・車 両： 985両
・航空機： 131機

・孤立住民の救助
・安否確認
・道路啓開（除雪）
・物資輸送

大臣命令に
基づく広域的
災害派遣

風水害・地震等

●【表１－３】（風水害・地震等）平成２５年度のトピックス
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＜経過概要＞
10月16日1020 東京都知事より第１師団長に対し災害派遣要請。同時刻受理
10月20日2149 自衛隊行災命発出。東部方面総監を長とする「伊豆大島災統合任

務部隊（ＪＴＦ－ 椿）」を編成
10月25日1720 台風接近に伴い大島の一部地域に避難指示発令
10月26日昼頃 台風27号大島南方通過。大きな被害なし。
11月 5日 重機中心の行方不明者捜索活動に移行。在島勢力再編成で東北方

等からの増強部隊離島開始
11月 8日1700 東京都知事より第１師団長に撤収要請
11月 8日1719  災害派遣終結のための行災命発令
11月16日1410 派遣部隊原隊復帰完了。災統合任務部隊改組

【出典：共同通信】

伊豆半島

伊豆大島

土砂災害発生地域

２ｋｍ

台風２６号（平成２５年１０月１６日）による大島町被害状況

２６年１月１５日現在

● 人的被害：
－ 死亡 ３７名
－ 行方不明 ３名

● 物的被害：
－ 全壊 ７３棟
－ 半壊 ３７棟

トピック１：台風２６号に対する災害派遣活動について
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離島による特性（輸送）

● 後続の台風２７号接近に伴う二次被害対応のため、事前に相当
規模の人員器材を在島させる必要性に鑑み、防衛大臣が行災命を
発出し、伊豆大島災統合任務部隊（ＪＴＦ－椿）を組織して、統
合輸送を含む各種作戦を効果的・効率的に遂行

自衛隊の派遣規模
航空機：延べ 335機
艦艇： 延べ 51隻

人員：延べ 64,013人
車両：延べ 4,631両

入間

大島

横須賀

朝霞

主要な輸送路

陸災部隊
（東部方面隊）

海災部隊
（横須賀地方隊）

空災部隊
（支援集団）

防衛大臣

ＪＴＦ司令部
（東部方面隊）

ＪＴＦの編成

統合幕僚長

トピック１：台風２６号に対する災害派遣活動について
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陸上における捜索活動

昼夜を徹した空輸 ＬＣＡＣの投入

トピック１：台風２６号に対する災害派遣活動について

ー 活動状況 ー
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東 京 都

活動地域
奥多摩町、青梅市、
檜原村

要請日時 2月16日 1100

撤収要請 2月21日 1145

要請先 第１師団長

活動概要 物資輸送、道路啓開静 岡 県

活動地域 小山町

要請日時 2月16日 1014

撤収要請 2月18日 1200

要請先 富士学校長

活動概要 道路啓開

活 動 規 模

人 員 延べ約５，０６０名 救 助 者 ７３名（３名）

車 両 延べ約 ９９０両 物資輸送 約４４．０ｔ

航 空 機 延べ １３１機 除雪距離 約２８１．２㎞

宮 城 県

活動地域 丸森町

要請日時 2月16日 1330

撤収要請 2月18日 0800

要請先 第２施設団長

活動概要 道路啓開

山 梨 県

活動地域
甲府市、富士吉田市、富士河口
湖町、小菅村 等

要請日時 2月15日 1120

撤収要請 2月22日 1030

要請先 第１師団長

活動概要 人命救助、物資輸送、道路啓開

埼 玉 県

活動地域
秩父市、小鹿野町、
横瀬町 等

要請日時 2月17日 1830

撤収要請 2月23日 1200

要請先 第１師団長

活動概要 人命救助、物資輸送

福 島 県

活動地域 福島市、猪苗代湖付近

要請日時 2月15日 1544、1700

撤収要請 2月15日 1900、1945

要 請 先
第44普通科連隊長、
第６特科連隊長

活動概要 偵察活動

群 馬 県

活動地域 高崎市、渋川市、南牧村、箕郷町 等

要請日時 2月15日 1450

撤収要請 2月21日 0930

要請先 第12旅団長

活動概要 人命救助、物資輸送、道路啓開

長 野 県

活動地域
軽井沢町、筑北村、
佐久市、小諸市

要請日時 2月15日 2148

撤収要請 2月18日 1810

要請先 第13普通科連隊長

活動概要 道路啓開

※救助者の（ ）は患者空輸で外数

トピック２：平成２６年２月の豪雪に伴う災害派遣活動
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孤立地域解消のための
道路啓開(除雪）

孤立車両の救助

孤立住民の救出(空自救難ヘリによるホイスト)

トピック２：平成２６年２月の豪雪に伴う災害派遣活動

住民の安否確認

生活支援物資の輸送

ー 活動状況 ー
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●【表１－４】（急患輸送）過去５年間の総件数・要請県等別件
数別実績
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北海道

■ 総件数：４０１件
・ 前年度比９件減、過去５年間の平均並み

■ 要請県等別傾向
・ 顕著な増減は見られず。島しょからの輸送

が中心

■ 患者年齢別傾向
・ ５０代以上の高齢者が多く、７０代が最多

■ 月別傾向
・ ７月及び１０月が多く、その他冬期（１２

月～３月）がやや多い傾向

353件 414件 444件 410件 401件

（人） （人）

（件）

急患輸送

●【表１－５】（急患輸送）患者年齢別実績 ●【表１－６】（急患輸送）月別実績

過去５年間平均：404件
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陸上 海上
表２

■ 全 般：総件数２５件
・ 前年度比１件減
・ 陸上部：１４件、海上部：１１件

■ 月別傾向
・ 陸上においては、春季（山菜採りシーズン）

に集中

■ 要請者別傾向
・ 北海道が最多（８件）（細部下表）

捜索救助

（件）

要請県等 件数 種 類 備 考

北海道 ８
山岳遭難者捜索
行方不明者捜索

秋田県 １ 行方不明者捜索 道路工事中の土砂崩れによる作業員（５名）の捜索

宮城県、滋賀県、
三重県、鳥取県、

長崎県
各１ 山岳遭難者捜索

沖縄県 １ 行方不明者捜索 米軍Ｆ－１５戦闘機の墜落に伴う乗員１名の捜索

海上保安庁 １０
遭難船舶捜索
行方不明者捜索

行方不明船舶の捜索、乗員の海中転落等

●【表１－７】（捜索救助）月別実績

●【表１－８】（捜索救助）要請県等別実績
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近傍火災 山林火災

消火活動

■ 全 般：総件数９２件
・ 昨年度の１．５倍（３０件増）

－ 近傍火災：８４件（昨年度比２７件増）
－ 山林火災： ８件（昨年度比３件増）

・ 派遣規模：昨年より大幅増（平年並み）

■ 月別傾向
・ 近傍火災：冬季から春季に多い傾向
・ 山林火災：８件中５件は春期（３～５月）に

集中

●【表１－９】（消火活動）月別実績
（件）

【参考】
●近傍火災：自衛隊法第83条第３項に基づき部隊等の長が実施をする災害派遣
●山林火災：要請派遣（自衛隊法第83条第２項）、自主派遣（同項ただし書）及び近傍派遣（同第83条第３項）のい
ずれかのケース。Ｈ２４の実績は、いずれも要請派遣。
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■ 地震発生時における航空機による情報収集（※）

・ 地震発生回数の減少等により実施回数は減少
※ 震度５弱以上で情報収集活動開始

震度５強以上で別命なく航空機による情報収集を実施（基準）

■ その他、物資の輸送、給水支援等を実施

その他の災害派遣

年 度
震度５弱以上の
地震発生回数

（うち５強以上）

航空機による
情報収集

２４年度
１２回
（４回）

７回

２５年度
９回

（６回）
６回

●【表１－１０】（その他の災害派遣）航空偵察実績

時期 場所 種 類 備 考

６月 長崎県 物資の輸送 血液製剤

８月 沖縄県 その他 登山中に身動きの取れなくなった登山客の人命救助

８月 犬吠埼沖 航空輸送 外国漁船における急患発生に伴う航空輸送

１０月 沖縄県沖 その他
航行不能となった外国船籍の冷凍運搬船の乗員輸送（台風接
近による避難のため）

１月 沖縄県 物資の輸送 血液製剤

３月 東京都 その他
沖ノ鳥島係留施設等工事現場における中央桟橋転倒による
行方不明者捜索のため、海保特殊救難隊員をＵＳ－２により
輸送

●【表１－１１】（その他の災害派遣）その他の災害派遣（航空偵察以外）実績

【地震発生回数：気象庁ＨＰより抜粋】

※ その他の災害派遣：地震発生時の情報収集、物資の輸送、給水支援等
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（１）陸上において発見された不発弾その他の火薬類

■ 全 般
・重量について昨年に引き続き増加傾向

【主要実績】
宮崎県日向市港内の埋め立て用土砂中に５０ｋ
ｇ爆弾等の重量不発弾が複数発見され、自衛隊
により回収

区分
件数

（前年比）
重量（単位：トン）
（前年比）

全国
（沖縄含む）

１，５６０
（＋１３０）

約５７．１
（＋１１．０）

沖縄
７５４
（＋８）

約２２．９
（＋４．０）

●【表２－１】（陸上不発弾）平成２５年度の実績

２ 不発弾等処理

7

65.6 49.7 38.2 46.1 57.1 
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●【表２－２】過去５年間の不発弾処理実績
（全国（沖縄含む））

平均件数：１，５６５件／年 平均重量：５１．３トン／年

●【表２－３】過去５年間の不発弾処理実績（沖縄）

平均件数：８１１件／年 平均重量：２３．２トン／年
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16.4 41.8 24.2 13.7 
4.8 
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（２）海上における機雷その他の爆発性の危険物

■ 海上における機雷
・処理個数は増減なし

【内訳】
米国製機雷×１(関門航路)

■ その他の爆発性の危険物
・個数及び処理量とも過去５年間で最低

(大量発見の可能性のある港湾等の浚渫工事の
件数が少なかったことが減少要因の可能性)

●【表２－４】
（機雷その他の爆発性の危険物）平成２５年度の実績

●【表２－５】過去５年間の処理実績（機雷）

平均個数：１．５個／年 平均重量：０．９１トン／年

区 分
個 数
（前年比）

重 量（トン）
（前年比）

機 雷
１

（±０）
重量不明

その他の
爆発性危険物

３３２
（－１,１９０）

約４．８
（－８．９）

その他の爆発性
危険物（沖縄）

１５１
（－１３３）

約１．７
（－５．９）

●【表２－６】過去５年間の処理実績
（その他の爆発性の危険物）

平均個数：２，２８４個／年 平均重量：２０．０トン／年

（個）（トン） （個）（トン）

※ 機雷 その他の爆発性危険物：機雷、魚雷、爆雷、爆弾等

※ 22年度の処理量が多い理由
長崎県佐世保沖及び沖縄県平良港における浚渫工事において

多量に発見されたため。 13


